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1　はじめに

組織横断のプロセス管理が必要で可能になっ

た背景の一つには、 IT革新による情報の共有

と個性化していく顧客のパワーの増大がある。

このような背景のもとでプロセス革新がビジネ

ス世界で注目を浴び始めたきっかけは、 1990年

のはぼ同時期に発表されたトーマス・デープン

ポートら(Davenport, T.H. and Short, J.E.)

とマイケル・パーマー(Hammer,M.)の論

文であるといわれている。当時の米国企業は、

日本企業を中心とした海外企業の製品・品質・

価格の競争力に比較優位を失い、競争力再建の

ための新しい変化を求めた時期でもあった。こ

のような状況を踏まえて、 -ーマーはプロセス

のリエンジニアリングを、デープンポートはプ

ロセス・イノベーションを米国企業の競争力回

復の鍵として取り上げている。しかし、プロセ

ス変革は、明確な概念モデルや方法論を持って

いなかったため、ベスト・プラクティスに頼る

アートの世界の議論で終わってしまった。その

後のプロセス・_マネジメントは、 Y2kの問題

を克服したITの進展とともに、その方法論が

精巧化され、アートの世界からサイエンスの世

界に移り、今日ではビジネス・プロセス・マネ

ジメント(以下ではBPMと呼ぶ)として確立

されつつある。

今日、 BPMを企業が適用する場合には、

ERPなどのアプリケーション・ソフトの仕様

に従ってビジネス・プロセスを再構築していく

方法と、ワーク・フローを見直し、 BPMモデ

ルを構築して、アプリケーション・ソフトとつ

なげる方法がある(デジタルタイムズ[2006])<

すなわち、前者はアプリケーション・ソフトが

優先されるアプローチであるが、後者はビジネ

ス・プロセスの再構築が優先されるアプローチ

である。 LG電子では後者による方法にもとづ

き、 IT支援によるBPMモデルを構築してい

る。日韓研究グループがLG電子のBPMに関

心を持ったのも、 LG電子がBPMの組紙管理

体制を優先的に構築しようとしていたからであ

る。

このような背景により、日本と韓国の研究者

はLG電子を2003年2月に訪問調査し1)、さら

に2006年3月と8月に再び訪問し、 BPMに関

する現況の説明と貴重な資料を得ることができ

た。当社は2004年に入って当社の輸出金融機能

と韓国内のマーケティング機能についてBPM

を構築するためのパイロット・テストを行い、

その結果を踏まえて2004年下半期から全社的に

1) 2003年にLG電子を訪問して得られた調査結果は、下記の事例研究論文としてまとめられている。
安条鏡・長坂悦敬. 2006. 「韓国IT企業のプロセス戦略-LG電子(輔の事例-(12章)」 『戦略的プロセス・

マネジメント』、 (李健泳・小菅止伸・長坂悦敬編著) pp.219-231。
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BPMの導入に踏み切った。日本と韓国の研究

者が2006年の2度にわたって訪問したときは、

進行中ではあったが、 BPMを導入して1年以

上が経過していたため、当社のBPMの現況及

び目指す方向を知ることができた。本稿では、

2006年の2度にわたる訪問結果を踏まえて、主

にBPM導入過程とBPMの管理体制について

考察したい。以下では、まず、 LG電子の会社

概要と中長期戦略を概観し、最近の財務業績を

確認することにする。さらに、 LG電子の

BPMの体系を述べるとともに、プロセス管理

組織について詳しく調べることにする。

2　会社概要

LG電子㈱ (LG Electronics)は、 1958年10

月1日に金星社(GoldStar)という社名で設

立された韓国電子産業の草分け的な存在である。

1960年代の電子産業の基盤が貧弱であった当時

の韓国では、金星社の製品が唯一の電子製品で

あったと言っても過言ではない。創立以来、

1960年代末までの当社が韓Bj初で売り出した製

品には、真空管ラジオA-501 (1959年)、電話

機(1962年)、冷蔵庫(1965年)、白黒TV (1966

年)、 AM/FMラジオ(1967年)、エアコン

(1968年)などがある(安柴鏡・長坂悦敬

[2006]、 pp.219-231).

1995年1月に金星社からLG電子㈱に社名を

変更した当社は、 1997年の韓国の金融危機を乗

り越え、グローバル企業として国境を越えた事

業拡張を図っている。一方、 LG電子㈱は、事

業部制を採用しているが、窮在、 Digital Com-

mumcation事業本部(移動通信、伝送装備、

交換機器、モバイル端末機などの製品)、 Digi-

tal Appliance事業本部(冷蔵庫、電子レンジ、

エアコン、洗濯機などの製品)、 Digital Dis-

play事業本部(モニター、 TV、ビデオテープ、

DVD-Rディスクなどの製品)、 Digital

Media事業部門(Telemetics、 PC、光Storage、

DVDプレイヤー、 PDAなどの製品)という

4つの事業部門により構成されていている。

3　LG電子の中・長期戦時

LG電子は2004年1月5日に2010年までには

電子・情報通信業界のGlobal Top3に入るこ

とを目指す図表1のような「GlobalTop3by

2010」を中・長期ビジョンとして設定している

図表1　LG電子の中・長期ビジョン

Great Company Great People "永遠の勝者はいない"

資料! www.lge.co.kr
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(www.lge.co.kr)。 LG電子では、強い会社が

強い人材を育て、強い人材が強い会社を作る

「Great Company Great People」という企業

哲学のもとで、 Fast Innovation　と　Fast

Growthの成長戦略を遂行しようとしている。

Fast Innovation戦略とは、競争相手に比べて

30%以上の高い競争力を確保しようとする戦略

で、売上高と市場占有率を30%多く、新製品の

開発と出荷を30%早く、技術開発と企業価値に

おいて3年を先に行く戦略である。さらに

Fast Growth戦略とは、数量伸び率よりも金

額伸び率を重視する戦略で、高付加価値製品を

中心とした成長と収益を拡大しようとする戦略

である。一方、コア力量としてのProduct

Leadershipは、特化した新技術の確保による

高付加価値製品の開発力を、 Market Leader-

shipは、グローバル市場での高い市場支配力

によるトップのLGブランドの創出力を、 Peo-

pie Leadershipは、革新の体質化と習慣化に

よる優れた成果を創出する人材を意味する。さ

らに、組織文化としての「"No"と言わない挑

戦」は、 "No"という前に代案を提示し、挑戦

する文化で、 「私でない我々」はチームワーク

が強い文化を意味し、 「Fun to Work」は個人

の創意と自律を尊重する生き甲斐を感じる楽し

い職場を意味する(www.lge.co.kr).

4　LG電子の財務業績

LG電子の売上高の推移を見ると、図表2で

見られるように、 2005年は2001年に比べて143

%の伸び率を見せている。国内売上高が減る中

で、海外売上高は大きく伸長した結果である。

海外売上高の伸長は、図表3で見られるよう

に、他の事業部門の売上高が横ばいで推移して

いる中で、 Digital Communication事業本部

の海外売上高のみが2003年に46,951億ウォンか

ら2005年に81,825億ウォンまでに伸び、その差

額が34,874億ウォンであったことから、その貢

献を推察することができる。特に、全体の売上

図表2　国内外の売上高の推移
(単位:億ウォン)

200 1年 2002年 2003年 2004年 2005年

総売上高 166,010 186,020 201,769 246,593 237,742

国内 60,84 1(36▼6 % ) 66,549 (35.8 % ) 47,937(23.8 % ) 50 ,862 (20 .6% ) 55,093 (23.2% )

海外 105,169 (63.4 % ) 119,480 (64.2% ) 153,832(76.2% ) 195,731(79 .4% ) 182,649 (76.8% )

経常利益 5,737 6,752 8,368 18,601 7,4 14

資料: Annual Report 2005

図表3　事業部門別の国内外の売上高推移

事業部門 2003年 2004年 2005年

D igita l A ppliance事業本部
国内売上高 9.6% 8.0 % 9.7%

海外売上高 18.4 % 17.2% 14.9%

D ig ital D isp lay 事業本部
国内売上高 4.3 % 3.5 % 4.7%

海外売上高 16.4% 16.7% 16.9%

D ig ital M ed ia事業部門
国内売上高 2.0% 1.9 % 2.8%

海外売上高 18.2% 13.5% 10.5%

D igital C o m m u nication 事

業本部

国内売上高 7.0 % 6.6 % 5.4%

海外売上高 23.3% 31.9% 34.4%

そ の他 0.9% 0.7 % 0.7%

総売上高 201,769億ウオ./ 246,593億ウォン 237,742億 9*ン

資料: Annual Report 2005
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高の内、事業部門別の割合は図表3の通りであ

るが、 Digital Communication事業本部の海

外売上高伸び率は、携帯電話の海外売上高の伸

びが大きく貢献している。

5　LG電子のBPM体系

5.1 BPMの目標

LG電子のBPMの導入は、中・長期計画

「Global Top3 by 2010」の一環としてのトッ

プ・マネジメントの決断によるものである。

BPM導入は、 IT進展に伴って、全社的に業務

プロセスを再整備し、 ITにより管理できるよ

うにする必要があったためである。 LG電子で

は、前述のようにアプリケーション・ソフトが

優先されるアプローチよりは、ビジネス・プロ

セスの再構築が優先されるアプローチを取り、

図表4のようなBPM構築の方向を設定し、

BPM導入に当たって4つのトップ・マネジメ

ントの指示事項が示されて推進されている。

・業務処理単位画面ごとにマニュアル及び指

針が繋がっていること

・業務に関連するノウ-ウを探してみること

ができること

・クロス・ファンクショナルな部署間の業務

合意を確保すること

・委任事項を明確にすること

図表4に示されているものは、全業務プロセ

スの確立とプロセス別の責任者選定を通じたプ

ロセス基盤の業務革新の体系を確立し、プロセ

スの標準化・効率化・自動化による先進的なプ

ロセスの確立を目指すものである。

5.2　プロセス構築の範囲と体系

当社では、会社のすべての業務についてプロ

セスを明確にしようとしている。初めは経営企

画などの非定形的な業務について担当部署が難

色を示したというが、非定形的な業務であって

もプロセスを明らかにすることがある程度でき

ることが分かり、ほとんどの業務についてプロ

セスを確立することができたという。プロセス

の分類についてはIBMコンサルティングの業

務分類体系を利用して、図表5のようにプロセ

スを体系化し構築することになった。

当社では、図表5のように、プロセス体系を、

Mega ProcessーProcess ChainーProcessの3

段階に展開している　Mega Processは既存の

機能部門を出発点としているが、プロセスまで

の展開は「目的語十を+動詞」という機能展開

手法を使い、演鐸的に導いている　2006年の3

月の時点では、 13個のMega Process、 250個

のProcess Chain、 1,400個のProcessを定義

し、管理している。 MegaProcessにおいては、

図表5のようなBPM導入初期と比べて、

MGTで「会計」、 「金融」、 「HR」、 「IT」、 「経

営一般」の5つのMegaProcessに、 CRMで

「サービス」、 「マーケテイング」、 「セールス」

図表4　LG電子のBPM構築の方向

目標 推進課題 推進方向性

G lobal T op3 水

準の先進プロセス

の確立及びプロセ

スの資産化

全社業務プロセスの体系

的な分類

プロセス

の標準化

①本社/ 海外問, 本部間のプロセス及びシステ

ムの標準化

②非定型業務の定型化

プロセス●オーナーの選

定を通した責任と権限の

明確化

フ。ロセス ①類似または重複業務処理の除去及び一元化

の効率化 ②非付加価値活動の排除

プロセス基盤の持続的な プロセス (》手作業業務の情報化及びシステム化

業務革新 の自動化 (診ペ一パI レス化
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図表5プロセス体系

卜Value

Chain

HinIトMegapr。cessト-ProcessChain

マーケテイング企画

取客サービス管理

の3つのMega Processに再編され、 13個の

Mega Processになっている。

5.3　BPMの主要原則

当社では、図表6と7のようなプロセス基盤

の構築ルールを定めるとともに、レビュー体制

を明確にしてプロセス管理がPDCAサイクル

により管理できるようにしている。組織管理と

してのPDCAサイクルの確立とともに、 Iγ支

援によるPDCA管理の容易性・効率性を向上

させるため、当社ではBPMをベ-スに、業務

規則管理(Business Rule Management)、業

務プロセス分析(Business Process Analysis)、

出荷・実績管理

サービス資材管理 受け渡し・売上管理

業務活動モニターリング(Business Activity

Monitoring)のIT化を進めている。

LG電子のプロセス管理体制は、プロセス体

系の基盤となる「プロセスの分類体系」、プロ

セス・マップ作図の支援ルールとなる「プロセ

ス分析・標準テンプレート」、レビュー組織で

あるMPRB/CRBによる「レビュー及び課題

遂行の現況版」により構成され、図表了のよう

な構成原則によりプロセスを構築している。

図表6　プロセス基盤の構成

L G 電子の

プロセス

基盤

プロセスの分類体系

①全社業務分類体系

②Process名, C ode, O w n er, D escription

③Level

プロセス分析の標準テンプレート

①A S一Is P rocess M ap (プロセス定義)

②Issue 及び改善方向の分析

③T0ーB e P rocess M ap

④K P I

レビュー及び課題遂行の現況版

(B M P R B / C R B P rocess, R eview 進捗事項

②R eview を通 じて確定された改善課題及び指示事項の

遂行現況
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図表7　主要な構成原則

プロセスの分類体系の定義及びLevelin g R u le

①M ega P rocess

- L G 電子の業務領域に対する分類単位

●業務機能別に区分

②Process C h ain

.製品/ サービスの変換●移動の段階を大きく括った単位

.費用●収益構造が同じであれば, 統合 し, 異なれば分ける

③Process

●明確に始発点と終了点が定義できる業務単位で区分

Process C od e R ule: A A ー010-010

M ega P rocess 名 ー Process C h ain 名 ー Process 名

英文約字 M F,SA など 010,0 20,030 など 0 10,02 0,030 など

Process C ode は、順序の概念を含むように管理 し、新しいプロセスが追加●削除される場合には、その

Code名とプロセス名のM apping が変更される0

Process N am ing R u le

英文で動詞+ 名詞が基本になり、関連する目的、方法、対象などが変わる場合は、前置詞、T 0 不定詞など

を活用して表記0

5.4　プロセス・レビュー体制

一般的に、ビジネス構造専門家は柔軟などジ

ネス・システムを設計しようとし、システム構

造専門家は柔軟なソフトウェアを設計しようと

するが、動的な企業環境変化により両方とも成

果を得ることは簡単ではないといわれている

(Howard S. and P. Fingar [2003]、 p.3),す

なわち、コンピューター化された多くの情報は、

環境変化により古くなってしまうので、管理者

に使われていないことがよくある。このような

状況に対してデープンポートは、 「管理者がほ

しい情報は、即時的な情報である。これは推定

値であってもかまわない。正確であっても届く

のが遅い情報では、それにもとづいて対処行動

が取れない」と指摘している(Davenport

T.H. [1993]、 p.74)。 BPMの構築においても、

プロセス管理体制とIT支援システムが一体化

し、ビジネス環境の変化に順応して、即時に修

正・改善されなければ、 IT支援システムと環

場は離れていき、死の資産になる。 LG電子で

はこのような事態を防ぐために、プロセス体制

とそのプロセス改善活動を体系的に運営・管理

し、つねにIT支援システムを更新するための

図表8のような全社次元のレビュー組織である

CRB (Corporate Review Board)とMega

Process領域のレビュー組織であるMPRB

(Mega Process Review Board)を構成し運営

している。

ここで、 CRBでは、全社的なプロセス・レ

ビュー及びTo-be Processの最終確定と、全社

次元のイシューの統合・調整及び意思決畠を行っ

ている。さらに、 MPRBは、該当領域別のプ

ロセス・レビュー及びCRBに上げる主要なプ

ロセス・イシューを選定するとともに、担当プ

ロセスのレビュー完了及び改善課題を確定する

役割を負っている。
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図表8　プロセス・レビュー組織

CRB瓜1PRB

CFO+業務草新チーム長+額域別Review主管役月+CNS電子事業部長

参照:CNSはLG電子の情報管理シェアードサービス子会社であるo

PMO- Process Management Office

5.5　プロセス基盤の管理組織の体制

プロセス基盤の管理組織は、図表9のように、

プロセス基盤管理の主体であるプロセス・オー

ナー組織、上級経営者層による支援組織である

Executive Sponsor、 ITシステムの管理・支援

を担当する支援組織に分かれる　Executive

Sponsor組織の主な役割には、 ①プロセス変

革活動の定着のためのEmpowermentの役割、

②業務専門家としての当該業務のイシューの調

整、 ③上級経営者層としての利害関係者または

支援者で、当該ビジネス部門-の資源割当、 ④

プロセス・マップによる産出物のレビュー及び

検収がある。さらに、プロセス・オーナー組

織の主な役割は、 ①プロセス遂行及びプロセス

変革活動の推進組織、 ②プロセス分析、改善、

実行の担当、 ③プロセス基盤管理の主体である。

図表9　プロセス基盤管理組織の構成

プロセス基盤の管理私権
プロセス変革及び

プロセス碁盤管理の主担当抱擁

プロセス管理協液体

PSMS Admin

実務革新Owner

IT Owner

LG CNSC電wm当者)

その他の顧客・ LB力者

F　システム管理及び支組織　ProcessOwner租綴j　　一般朋者群
__　　_　　　___　　　　　　_______.J

参照: PSMS Admin-Process Set Management System Administration
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一方、工Tシステム管理及び支援組織は、 ①プ

ロセス基盤管理及びプロセス管理プログラムの

運営・管理、 ②プロセス組織の産出物及び変化

に対する統制・モニターリングの役割を担当し

ている。最後に、実行主体としての一般使用者

及び活用組織がプロセスを遂行している。

5.6　プロセス・オーナー組織の主要責務

プロセス・オーナー組織は、プロセス管理体

制の構築及び変革管理において重要な役割を担

当し、主に課長及び係長により構成されている。

各オーナーは、プロセスの数がオ-チ-の数よ

り多いため、複数のプロセスを担当している。

特に、各オーナーは、プロセスの変革管理にお

いて現場責任者としての重要な役割を負う。全

社的なプロセス変革管理のための各オーナーの

役割または担当業務は、次の通りである。

5.6.1　プロセス・オーナーの役割または担当

業務

1)遂行中の業務に対する徹底的な理解をベー

スに多様な観点でのプロセス分析活動

・外部・内部の参加者、発生頻度

・業務重要度、ビジネス・インパクト

・努力投下量、業務処理リードタイム

・業務遂行基準:裁量権の規定、規則、指針

・クロス・ファンクショナルな業務の合意手

続

・業務遂行方法の分析:電算化・非電算化

2)業務分析結果によるイシュー及び改善案の

導出、実行計画樹立(World Best Process

指向)

・ビジネス・イシュ-の確認:非効率性、問

題点

・重要業績指標(KPI)の定義

・漏れが発生しないプロセス(Seamless

Process)

・シンプルで、手作業を最小限に抑える電算

化された業務処理

準化

・改善前後の比較、成果分析

3)アプリケーション(業務システム)使用者

の機能改善の要求事項の提案

5.6.2　業務革新オーナーの役割または担当業

務

1)会社/組織構成員のパフォーマンスの向上

をリード

・プロセス・オーナーの業務遂行の力量強

化のための方向性の提示

・業務プロセス・イシューの解決方案の導出

・非電算化の単位業務に対する電算化課題の

支援

・新規IT　ソリューション導入及び適用の妥

当性の検討

・クロス・ファンクショナル・プロセス(社

内外)のイシューの調整

2)ビジネス・プロセスの資産化

・プロセスの標準化と統合化の推進

・プロセス別のGlobal Best Practiceの紹

介及び適用の検討

5.6.3 ITオーナーの役割または担当業務

1) LG電子のビジネス・ニーズ(生産性の極

大化、顧客満足)を満たす新しいソリューショ

ンの開発・導入の主導的な役割

2) LG電子のITシステムの運営・維持・補修

・システム標準の運営及び維持

・ITインフラ- (H/W、 S/W、 N/W)の

管理

3) LG電子のIT革新活動

CSR (Customer Service Request)レ

ビューを通じたプロセスの変化管理

CSRフィルターリング及び減少活動

上記の担当業務についての詳細な手続及び遂

行活動の内容は、当社の「BPR方法論」で提

供されている。一方、プロセス・オーナーに対

・誰でも遂行できるようなマニュアル化・標　　する業績管理においては、成果をビジネス業績
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とプロセス業績に分けて、 80%対20%の割合で

評価している。ビジネス業績は担当業務の成果

であるが、プロセス業績はプロセス運営に関す

る成果である。さらに、プロセス・アウトプッ

トの管理指標では、運営指標と成果指標に分か

れ、成果指標はバランスト・スコアカードの指

標と結びっいている。

6　プロセス関連情報の活用

当社では、 BPMの構築により完備されたプ

ロセス基盤及びプロセス・マップをプロセス改

善活動の支援、システム改善活動の支援、新入

社員教育及び適応の支援などに活用している。

さらに、 BPMの構築により、業務内容が明確

になっているため、プロセス管理規定を設けて、

意思決定権限を現場に委譲しやすくしている。

一方、プロセス・マップでは、 1つのプロセス

が10個～20個のアクティビティによりその流れ

が図形化されているが、それが特定プロセスの

業務内容を示しているため、具体的には図表10

のようなところで活用及び活用を予定している。

7　BPM導入の効果

IMAのSMANo.4NN (2000、 §34)では、

プロセス・マネジメントの導入上のメリットと

して、次の10項目を挙げている。

(D　顧客満足と顧客ロイヤリティの増大

(訂　組織と価値連鎖の収益性の改善

③　要求の変化に対する柔軟性と応答性の増

加

④　誤ったコミュニケーションの減少

⑤　主要活動を遂行する際の効果性と効率性

の増大

⑥　浪費と遅延の削減

(訂　非付加価値な作業の除去

⑧　製品やサービスの市場アクセス時間の短

縮

⑨　スピードや応答性のような競争ポジショ

ンの強化

⑳　機能と組織の境界を越えた活動とアウト

カムの統合

このようなメリットは、上述のLG電子の

図表10　業務運行時のプロセス・マップの活用

プロセス改善

活動の支援

経営診断活動時 経営診断 チI ムが遂行する監査業務 の遂行時に、プ ロセス基盤及びプ

の活用 ロセス ●マップを利用 した対象者の業務把握及び会社標準の樹立

T D R 活動 の遂行時

T D R 業務プロセスの改善活動の遂行時に、プロセス基盤及びプロセス ●

マップを利用 した初期業務把握

の活用 改善課題の遂行後のプロセス茶盤及びプ ロセス . マ ップの変化管理へ

の連携

経営会議時の活用

プロセス改善 もしくはプ ロセスに関連 したイ シユI に対す る案件が議

諭 される場合、経営陣の理解を助 けるためにプロセス基盤及びプロセ

ス . マ ップを活用

システム改善
維持●補修への活用

現業 システムの新規構築 ●改善要求が発生するとき、関連の担当者間

活動の支援 のコミュニケーションを円滑にするための道具 として活用

新入社員教育

及び業務適応

への支援

新入祉員教育時

に活用
新入社員教育のとき、プロセス基盤の情報を教育の教材 として活用

業務の引 き継 ぎ 業務の引 き継 ぎのとき、正確な業務 の引き継ぎ範囲を確認で きるガイ

のときに活用 ドラインとしての活用

参照: TDRはTeardown Redesign

2)革新活動をはじめのところから見直して行おうとする意図で、既存のプロセスを破壊して創造し直す活動で

IM*
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図表11 BPM導入の成果

業務実行

.探して処理する業務

l非連続でシステム別の業務処理

業務統 制

.システム化されていない業務は
手作業処理

.処理現況の把握困難

-正確な改善ポイントの把堆困難

遂行力

.個人別の業務ロードによる偏差
発生

Complete Biz Integration

プロセス・組織・システムの強

力な結合による自動化
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哩

intinuo US lmprovement

プロセスの効率管理及び持
続的な改善による経営目標
-の接近

BPM構築内容からも推測可能であるが、 LG

電子では、図表11のように、業務実行、業務統

制、遂行力の3つの観点でBPMの導入前と導

入後を比較している。

8　むすびに

LG電子は、 2004年に入ってBPM導入のた

めのパイロット・テストを行い、その年の下半

期から全社的にBPMの構築を始め、図表12の

「現在」のところまできていて、今のところ、

プロセス

In ter-E n terprise
全‡土次元/ 顧客.協力

業者間の最適化追及

C ross-fu nction al
重複活動の除去一乗

務横地別に帝道化を
追求

単位 P rocess
個別プロセスの自動

化によるコスト低減
の追及

I

I

∫

∫

I

I

～

BPM導入後

業務実行

.訪ねて来る業務の処理

.プロセス中心のシステム連結で
始めと終わりがある

業務統制

.業務と関連した明確な規則.
手続が標準的に提供

.実時間の業務進捗現況の把握

.ボトルネック業務の統計的な把
握により持続的に改善可能

遂行力

-効率的なリソース配分

次の段階のBPMモデルの構築を進めている。

このようなBPMモデルの実現は、 IT革新な

しでは成し遂げない側面も持っている。 IT革

新はBPM構築のイネープラーとして位置付け

るべきであるものである。 LG電子の事例から

も分かったように、 BPM構築は、多くの経営

資源の投入を必要とするため、トップ・マネジ

メントの推進意思が重要な変数となるが、昨今、

起こっている企業環境変化では、次のようなパ

ラダイム・シフトを求めていることを考えれば、

企業としてBPMは、競争優位を確保するもう

図表12　LG電子のBPM構築戦時

Pr∝ess Setの確立
Process Owner選定
Process Review開始

‥?I:JZつ

Processによる組絶運営
ProcessによるITシステムの運営・管理

叩.-　Processによる事案・戦略の連行

Process Modeling Toolの導入
Process成果管理体系の構築

Process Review体制の二元化

Process Set管理のシステム化

埠位組維中心 全社拡散 粗放的 P I
Process Set基盤のP l活動 成果をもとにProcess Set P rocess基盤の組織運営及び

の早期定着及び成果の可
視化

基盤のP I活動の全社拡散 P I活動の資産化

参照: PI-Process Innovation
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ひとっの手段になるはずである3)0

(り大きい会社が小さな会社を負かすのではな

く、速い会社が遅い会社を打ち負かす。

②情報を管理する企業よりも、情報を共有す

ることを習得した企業が成功を収める。

一方、方針管理の日本企業の事例であるが、

前田建設工業㈱は、方針管理の一環として、機

能展開図により基本機能を4次機能まで展開し、

管理項目を設けて管理している(鉄健司[1990]、

pp.87-111)。別の観点から見ると、前田建設工

業㈱の機能展開は、プロセス管理までは想定さ

れていないが、プロセス単位までの機能の細分

化により管理・改善を行っていると見ることが

できる。ただし、機能間の連携によるプロセス

管理は行われていないため、 BPMモデルとは

異なるが、日本企業においてもプロセス管理の

基盤はすでにできていると見ることもできる。

今日のIT支援システムが日本企業が行ってい

る機能展開による管理体制と結びっいて管理さ

れ始めると、日本企業にとってBPMは方針管

理の発展型として進化すると思われる。

今後のBPMの課題は、プロセスの業績を評

価するために、プロセスに対する資源配分と資

源管理をどのように行うべきであるかにあると

思われる。
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